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１. はじめに 

 近年では、激しい豪雨が各地で発生しており、土砂

災害が頻発している。表層崩壊が発生した箇所では、

滑落崖に多数の樹木根系が露出している。また、滑落

崖周辺の地盤に亀裂が発生しており、根系が引っ張

られ、土塊の移動を食い止めている事例も認められ

る。このことから、豪雨によって山腹斜面が崩壊する

際には、地盤内の樹木根系による崩壊防止・抑制効果

が働いているものと推察される。 
 著者らは崩壊斜面を対象に樹木根系の崩壊防止力

について調査検討を進めてきた。本稿では、花崗岩地

域における自然斜面で 2014 年 8 月に発生した表層

崩壊地と未崩壊地に着目して、現地調査や現地観測

から得られた知見をもとに、2 次元ならびに 3 次元

飽和・不飽和浸透流解析 1)や 2 次元斜面安定解析を

行い、これらの検討結果から解析上で崩壊・非崩壊の

要因について考察し、樹木根系の崩壊防止力が斜面

安定に与える影響について評価した事例を報告する。 
 
２. 調査地の概要 
調査地周辺の地形図を図 1 に示す。調査地は神戸

市の六甲山北部の標高 600～700ｍ付近に位置する

山腹斜面地である。調査地の北側には北東-南西方向

のリニアメント（射場山断層、湯槽谷断層）が周辺の

地形を切断するように分布している。また、調査地周

辺の地質は古生代白亜紀に堆積した六甲花崗岩が主

に分布する。 
今回の対象斜面を図 2 に示す。2014 年～2018 年

に崩壊した斜面が複数個所確認されるが、本検討で

は同じ谷地形で斜面規模（幅 10ｍ、土層深 1～2ⅿ程

度）や傾斜（35°程度）が類似していた調査地 A（崩

壊地）と調査地 B（未崩壊地）を対象とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1 調査地位置図 2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 検討対象斜面 

 
３. 現地調査 

 現地調査は調査地 A、B の地盤や植生状況ならび

に根系分布状況を把握するために、地形測量、簡易動

的コーン貫入試験、室内試験、植生調査、根系トレン

チ調査等を実施した。 
 各種調査の結果から、図 3 に示す調査断面図を作

成した。調査地の地盤は簡易動的コーン貫入試験や

地形測量から A0 層（腐葉土層）、A 層（Nd≦10）、
B 層（10＜Nd≦30）それ以深は基盤層と定義した。

また、室内土質試験結果から地盤材料の単位体積重

量γt=14.0kN/m3、粘着力 cs=０～10kN/m2、内部摩

擦角φs=34.9°が得られた。 
根系分布調査は幅 2ⅿ×深さ 1ⅿ程度のトレンチ

掘削を行い、掘削面に分布する根系の位置や直径等

を調べた。調査の結果、樹木根系の主な侵入土層は A
層で、特に GL-60 ㎝までに調査断面の内の 80～90%
程度の根が分布しており、密度が高かった。 
 また、調査地周辺に雨量計や土壌水分計等を設置

することで降雨データや降雨時の地盤内の土壌水分

状態を現地観測 3)した。これらの観測データは浸透

流解析を行う上で、条件設定の基礎資料として整理

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 調査断面図例（調査地 A） 
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崩壊範囲 

- 575 -

P-120 令和6年度砂防学会研究発表会概要集



0.5

1.0

1.5

2.00

20

40

60

80

100

220 222 224 226 228 230

安
全
率

時
間

雨
量
(m
m/
h
)

計算ステップ

時間雨量
崩壊地１（A層まで）最小安全率
崩壊地１（B層まで）最小安全率
未崩壊地（A層まで）最小安全率
未崩壊地（B層まで）最小安全率
安全率

４. 斜面安定解析（崩壊イベントの予測） 

 現地調査ならびに現地観測結果のデータをもとに、

3 次元飽和・不飽和浸透流解析や 2 次元飽和・不飽

和浸透流解析を実施し、調査地 A が実際に崩壊した

際の降雨（2014 年 8 月 1 日～8 月 11 日）を入力し

て、その時の調査地 A ならびに B の主断面における

地盤内の水分状態を予測 1)した。 
 浸透流解析結果から得られた断面上の飽和度分布

に基づき、斜面安定解析のモデル化を行った。解析モ

デルは最大降雨量を観測した付近で 1 時間毎に推移

する飽和度分布を参考に地層区分を行い、地盤物性

値は飽和度に基づき設定した。具体的には、室内試験

から求めた地盤物性値に対して、飽和度が高い場合

は単位体積重量が増加し、粘着力が低下するように

補正を行い、計算した。なお、安定計算式は一般的に

知られる簡便法を用いて計算した。 
 各調査地の最大雨量観測時（T=228）における解析

結果を図 4 に示す。また、図 5 に各時間毎の斜面の

安全率の推移を示す。調査地 A は最大降雨量観測時

には安全率が 1.0 を下回っており、崩壊した事実と

整合して、崩壊範囲と最大抑止力円弧も概ね一致し

た。一方で、調査地 B は最大降雨量観測時でも安全

率が 1.0 以上であり崩壊しない事実と整合した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 解析結果（上：調査地 A、下：調査地 B） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 時間毎の安全率の推移 

５. 樹木根系の崩壊防止力に関する考察 

 地盤内の水分状態の違いを考慮した斜面安定解析

から調査地 A、B の崩壊・非崩壊について再現でき

た。次に、樹木根系の崩壊防止力が今回の崩壊に対し

てどの程度寄与したかについて考察した。 
解析結果から調査地 A が崩壊しない（Fs=1.0）た

めの必要抑止力を求め、必要抑止力を根系侵入層 0.6
ｍで除して、崩壊地における必要粘着力ΔCrh-LLを求

めた。解析で求めたこの必要粘着力に対して、現地調

査から調べた本調査地の樹木根系の崩壊防止力（Δ

c’rh=9.9～14.1kN/m2）を比較した。なお、樹木根系

の崩壊防止力は、アカマツの引抜抵抗力算定式 4）に

よって算出された引抜抵抗力（kN）を根系調査断面

積（m2）で除して粘着力（kN/m2）として評価して

いる。解析結果の必要抑止力から求められる必要粘

着力はΔCrh-LL＝3.7～42.7kN/m2 であり、現地で調

べた樹木根系の崩壊防止力よりも大きく上回ってい

ることがわかる。ここで算出された樹木根系の崩壊

防止力は飽和度が高まるほど低下することを考慮し

ている。 
以上のことから、調査地 A では 2014 年 8 月の最

大降雨量観測時付近で地盤内の飽和度上昇に伴う土

塊自重の増加やサクション喪失による粘着力の低下

により斜面が急激に不安定化して、樹木根系の崩壊

防止力の効果を上回るほどのすべり力が発生したた

め、崩壊が発生したと考察される。一方で、未崩壊地

であった調査地 B は、斜面の安全率が調査地 A より

も高く樹木根系の崩壊防止力の効果も合わさって崩

壊しなかったと推察される。 
 
６．おわりに 
 地盤内の飽和度分布から斜面安定解析を行った結

果、地盤内の水分状況の違いから崩壊地と未崩壊地

の災害時の状況を解析的に表現できた。 
今後も他の箇所において、同様のアプローチで整

理し実現象と整合するか、また、樹木根系の崩壊防止

力が効果的に発揮されているかについて検証する必

要がある。 
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